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タイに対する新しい協力関係の構築：概念図

I タイへの現状認識 II 計画見直しの必要性 III タイ協力の方向性 IV 具体的な協力分野
（中進国化、援助国化
の過渡期）

（新ODA大綱、
パートナーシップの要求）

（パートナーシップ型協力、
多様な主体との連携強化）

（技術協力、円借款、
草の根無償ほか）

①A　経済面での中進国化 ①　開発課題に自主的に取 ①基本姿勢 ①二国間協力
*5年後の一人当たりGNIほか り組む主体的能力の向上 *二国間協力における （A）　技術協力
*デュアルトラック政策 タイ自身の経済力向上 合意形成と相互利益 *持続可能な競争力強化
*FTA、EPAの積極的な推進 *第三国への共同支援 *社会の成熟化に伴う問題
①B　社会面での中進国化 ②　新ODA大綱 *人間の安全保障に関する問題
*少子化、高齢化 人間の安全保障、平和構築 ②中進国への協力形態 　（政府レベルの対応が必要なも
*福祉国家への取り組み 効率性、ＯＤＡの目的 *課題、分野、スキームに 　　の等に限定）
*教育機会の拡大 国民参加型のODA 応じた柔軟な対応 （B）　円借款

*要請がなされた場合、
日本の技術・知見と日本からの

②援助国化への移行 ③新たな日タイ協力関係構 ③協力分野の明確化 資機材調達の必要性があるもの
*近隣諸国、南アジア、アフリカ 築の必要性 *スキームごとの検討 （C）　草の根・人間の安全保障
*援助機関の改組 無償資金協力ほか
*ドナー国・機関への「パートナー *人間の安全保障確保への
 シップ」要求 取り組みを重視

④多様な協力主体との
③地政学的重要性 ④地域の不確実性、 連携強化 ②タイとの共同協力
*ASEAN、インドシナ地域 不安定性への共同対処 *民間、大学、NGO/NPO *メコン地域開発
 南アジア諸国との関係 *アジア地域の戦略的 *スキーム間の連携と *アジア・アフリカ協力
*積極的な近隣外交政策 重要性 効率性の向上 *紛争復興国支援

⑤新たな共同協力の模索

①意思決定の迅速化 ④新たな共同協力の枠組み
②地域レベルでの現地 の構築の必要性
機能の強化 *よりダイナミックな共同協力
（JARCOM など） スキームの模索
③広域案件形成の ⑤草の根・人間の安全保障
メカニズム構築 無償資金協力の支援と

モニタリングの強化

V 新しい協力を行うに
あたっての留意点
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